
2 高崎市地域住宅等整備計画（地域住宅計画　高崎地域（２期独））（防災・安全）
平成24年度　～　平成26年度　（3年間） 高崎市

『地震発生時の被害の軽減を図るため住宅・建築物の耐震化を推進すると共に、公営住宅等の躯体への影響を軽減する事業を実施することで、安全で安心な住まい・まちづくりを目指す。』

①高崎市内の公営住宅等(※)における耐震化率
②耐震性が確保された住宅の割合
※公営住宅等…上記①の場合は公営住宅及び改良住宅（小規模改良住宅含む）をいう。上記②の場合は、公営住宅、改良住宅（小規模改良住宅含む）及び特定公共賃貸住宅をいう。以下同じ。

（H22当初） （H24末） （H26末）
① 公営住宅等管理状況及び事業実施状況をもとに算出する。

② 住宅土地統計調査結果をもとに算出する。

事　後　評　価　（中　間　評　価）

○事後評価（中間評価）の実施体制、実施時期

１．交付対象事業の進捗状況

Ａ１　基幹事業（地域住宅計画に基づく事業）
番号 事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 備考

種別 種別 対象 間接 H22 H23 H24 H25 H26

　2-A1-1 住宅 一般 高崎市 直接 高崎市 公営住宅等ストック総合改善事業(Ｋ)(市内公営住宅団地) 60

　2-A1-2 住宅 一般 高崎市 直接 高崎市 住宅地区改良事業等(Ｋ)(市内改良住宅等団地) 5

Ａ１小計 65

Ａ２　基幹事業（地域住宅計画に基づく事業以外の事業）
事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 備考
種別 種別 対象 間接 H22 H23 H24 H25 H26

　2-A2-1 住宅 一般 高崎市 直接 高崎市 住宅・建築物安全ストック形成事業 1

　2-A2-2 住宅 一般 高崎市 直接 高崎市 住宅・建築物安全ストック形成事業 13

Ａ２小計 14

合計 79

Ｂ　関連社会資本整備事業
事業 地域 交付 直接 備考
種別 種別 対象 間接 H22 H23 H24 H25 H26

合計 0

番号 備考

事業内容・規模等
事業実施期間（年度） 全体事業費

（百万円）

要素となる事業名
（事業箇所）

事業内容・規模等

耐震診断、外壁改修・市内団地

耐震診断・市内団地

要素となる事業名
（事業箇所）

事業内容・規模等

住宅・建築物耐震改修事業（民間建築物）

住宅・建築物耐震改修事業（公共建築物）

一体的に実施することにより期待される効果

全体事業費
（百万円）

事業者
要素となる事業名
（事業箇所）

番号 事業者

番号 事業者

事後評価（中間評価）の実施体制 事後評価（中間評価）の実施時期

公表の方法

交付対象事業

全体事業費
（百万円）

0 Ｃ 2
効果促進事業費の割合

2.5%
Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

（耐震性が確保された住宅の割合）＝（新耐震基準で建てられた市内住宅戸数）＋（旧耐震基準だが耐震性が確保された市内住宅
戸数）

73.9% － 81.8%

全体事業費
合計

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）
81 Ａ 79

（公営住宅等の耐震化率）＝（耐震性が確認又は確保された公営住宅等戸数）／（公営住宅等戸数）（％） 95.6% － 100.0%
※公営住宅等戸数は除却予定が明確なものを除く。

平成２８年３月３１日

　　計画の成果目標（定量的指標）

社会資本総合整備計画（地域住宅支援）　事後評価書
計画の名称
計画の期間 交付対象
計画の目標

　　定量的指標の定義及び算定式 定量的指標の現況値及び目標値
備考

当初現況値 中間目標値 最終目標値

Ｂ



Ｃ　効果促進事業

事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 備考
種別 種別 対象 間接 H22 H23 H24 H25 H26

　2-C-1 住宅 一般 高崎市 直接 高崎市 2

合計 2

番号 備考

　2-C-1

２．事業効果の発現状況、目標値の達成状況

・市営住宅の耐震診断を実施した結果、建築年数の古い市営住宅においても、安全性を確保した上で長期間供給できるようになった。
Ⅰ定量的指標に関連する ・耐震診断技術者の派遣事業、耐震改修工事の助成事業等の実施により、住宅の地震化に関する意識が高まり、住宅の耐震化率は増加傾向にある。
　　　交付対象事業の効果の発現状況

最終目標値 100.0%
Ⅱ定量的指標の達成状況 目標値と実績値

に差が出た要因
最終実績値 100.0%

最終目標値 81.8%
目標値と実績値
に差が出た要因

最終実績値 78.0%

Ⅲ定量的指標以外の交付対象事業の効果の発現状況
（必要に応じて記述）

３．特記事項（今後の方針等）

民間住宅耐震改修事業

民間住宅の精密診断や耐震改修にかかる費用の一部を補助することにより、市民の耐震化への行動を促し、安全で安心なまちづくりの推進に寄与する。

要素となる事業名
（事業箇所）

事業内容・規模等

安全・安心対策事業

全体事業費
（百万円）

指標②（耐震性
が確保された住
宅の割合）

指標①（高崎市
内の公営住宅等
における耐震化
率）

一体的に実施することにより期待される効果

番号 事業者

目標値を達成した。

耐震化に関する意識は高まったが、増加傾向にある空家のうち耐震性の無いものの占める割合が高いこと
が挙げられる。



（参考様式３）地域住宅支援

計画の名称 2

計画の期間 平成24年度　～　平成26年度　（3年間） 高崎市

高崎市地域住宅等整備計画（地域住宅計画　高崎地域（２期独））（防災・安全）

交付対象

（公営住宅等の建設年度） 

2-A1-1 東貝沢天水市営住宅 

      外壁改修 

 2-A1-1K 佐野市営住宅 

       外壁改修 

2-A1-1 中石原市営住宅 

      屋上防水・外壁改修 

地域住宅計画に基づく事業及び関連する効果促進事業 事業箇所図 
2-A1-2  保渡田市営住宅 

       耐震診断 

2-A1-1  中里市営住宅 

       耐震診断 

2-A1-2  中泉村合市営住宅 

       耐震診断 

2-A1-2  中泉村合市営住宅 

       耐震診断 

2-A1-1  中泉市営住宅 

       耐震診断 

2-A1-1  新町中河原市営住宅 

       耐震診断 

2-A1-1  綿貫市営住宅 

       耐震診断 



（参考様式３）地域住宅支援

計画の名称 2

計画の期間 平成24年度　～　平成26年度　（3年間） 高崎市

高崎市地域住宅等整備計画（地域住宅計画　高崎地域（２期独））（防災・安全）

交付対象

2-A2-2 高崎経済大学附属高等学校 
     耐震診断  

2-A2-1 住宅・建築物安全ストック形成事業   ,   2-C-1  民間住宅耐震改修事業 

事業箇所 ： 高崎市全域 

地域住宅計画に基づく事業以外の事業及び関連する効果促進事業 事業箇所図 


